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第７回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録 

 

令和６年６月28日(金曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前11時47分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

(1) デジタル田園都市国家構想について 

(2) ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果に 

ついて 

(3) 付託調査事件の閉会中の継続審査に 

ついて 

――――――――――――――― 

出 席 委 員（16人） 

        委 員 長  松 村 秀 逸 

        副委員長 岩 本 浩 治 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 池 永 幸 生 

        委  員 城 戸   淳 

        委  員 前 田 敬 介 

        委  員 堤   泰 之 

        委  員 立 山 大二朗 

        委  員 杉 嶌 ミ カ 

欠 席 委 員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         理事兼         

    デジタル戦略局長 阪 本 清 貴 

       政策審議監 沖   圭一郎 

   地域・文化振興局長 浦 田 美 紀 

      首席審議員兼         

        企画課長 小 川 剛 史 

      地域振興課長 若 杉 久 生 

   交通政策課課長補佐 川 元 民 子 

  デジタル戦略推進課長 受 島 章太郎 

    システム改革課長 黒 瀬 琢 也 

 知事公室 

       政策調整監 神 西 良 三 

    広報グループ課長 清 水 英 伸 

    危機管理防災課長 井 上 雄一朗 

 総務部 

      私学振興課長 松 村 加奈子 

  首席審議員兼 

市町村課長 阿 南 周 造 

        税務課長 花 房   博 

 健康福祉部 

    健康福祉政策課長 入 田 秀 喜 

     高齢者支援課長 久保田 健 二 

      首席審議員兼         

     子ども未来課長 竹 中   良 

      医療政策課長 笠     新 

 環境生活部 

      環境政策課長 木 原   徹 

        男女参画・         

      協働推進課長 板 橋 麻 里 

 商工労働部 

         部 長 三 輪 孝 之 

      商工政策課長 山 田 純 子 

    商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

    労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

      首席審議員兼         

      産業支援課長 辻 井 翔 太 

      企業立地課長 元 田 啓 介 

 観光戦略部 

       政策審議監 脇   俊 也 

    観光国際政策課長 櫟 本 麻 理 

      観光企画課長 永 田 清 道 

      観光振興課長 浦 本 雄 介 

  販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 
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 農林水産部 

    農林水産政策課長 藤 由   誠 

 農地・担い手支援課長 紙 屋 勝 良 

     むらづくり課長 大 森 直 樹 

    森林整備課審議員 鹿 井   実 

    森林保全課審議員 山 下 聖 二 

    水産振興課審議員 山 下 博 和 

 土木部 

        監理課長 安 田 昌 史 

  土木技術管理課審議員 井 崎 宗 広 

    道路整備課審議員 矢津田 達 昭 

    都市計画課審議員 亀 井   誠 

        住宅課長 上 野 美恵子 

 教育委員会 

      教育政策課長 岸 良 優 太 

      高校教育課長 坂 本 憲 昭 

      義務教育課長 井 手 正 直 

 企業局 

      総務経営課長 馬 場 幸 一 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 近 藤 隆 志 

     政務調査課主幹 坂 口 秀 樹 

                   

  午前10時２分開議 

○松村秀逸委員長 ただいまから第７回地域

活力創生特別委員会を開会します。 

 本委員会は、インターネット中継が行われ

ます。 

 委員並びに執行部におかれましては、発言

内容が聞き取りやすいよう、発言の際にはマ

イクに向かって明瞭に発言いただきますよう

お願いします。そして、発言のときに、よろ

しければ課名を発言していただければ助かり

ます。 

 今回は、執行部を交えての初めての委員会

でございますので、一言御挨拶を申し上げま

す。 

 改めまして、１年間委員長を務めます松村

でございます。どうぞよろしくお願いしま

す。 

 本委員会には、デジタル田園都市国家構想

に関する件、そして、ＴＳＭＣ進出に係る県

内波及効果に関する件の２件が調査事件とし

て付託されております。 

 少子高齢化、人口減少等に起因する地域活

力の低下などの課題解決に向けて、デジタル

技術とＴＳＭＣ進出のチャンスを最大限に生

かして地方創生に取り組んでいこうという、

いずれも重要かつ関係分野も多岐にわたるテ

ーマであります。 

 この委員会において、執行部の皆様と建設

的に意見を交換しながら、しっかり取り組ん

でまいりたいと考えております。委員の先生

方、そして執行部の皆さん方の御協力により

まして、岩本副委員長とともに、委員会の円

滑な運営に努めてまいりたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願い申し上げ御挨拶い

たします。 

 次に、副委員長から御挨拶をお願いいたし

ます。 

 

○岩本浩治副委員長 副委員長の岩本でござ

います。改めまして、おはようございます。 

 今委員長からございましたが、本委員会に

おける２件の付託調査事件は、本県の将来に

関わる大変重要なテーマと認識しておりま

す。 

 この１年、円滑な委員会運営が行われます

よう、松村委員長を補佐し、精いっぱい努め

てまいりたいと思いますので、委員各位及び

執行部の皆様方の御協力をよろしくお願いい

たします。 

 

○松村秀逸委員長 また、執行部の紹介につ

きましては、お手元の関係部課職員名簿に代

えさせていただきます。 

 執行部を代表して、阪本理事から御挨拶を

お願いいたします。 
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○阪本理事 おはようございます。デジタル

戦略担当理事の阪本でございます。執行部を

代表して御挨拶申し上げます。 

 本地域活力創生特別委員会におかれまして

は、昨年度に引き続き、デジタル田園都市国

家構想とＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果の

２つの付託調査事件について御審議いただく

ことになっております。 

 昨年度におきまして、１点目のデジタル田

園都市国家構想につきましては、本県におけ

る地方創生の推進、ＤＸの推進、移住、定住

等の推進の３つのテーマについて御議論をい

ただきました。 

 本県における地方創生の推進については、

国のデジタル田園都市国家構想総合戦略が策

定されたことを受けて、本県においても、第

２期熊本県まち・ひと・しごと創生総合戦略

の一部改定を行いました。 

 今年度は、新体制の下、知事のマニフェス

トを踏まえて現総合戦略を見直し、議会をは

じめ、産業界、市町村等の関係者や有識者か

ら御意見をいただきながら、新たな基本方

針、総合戦略の策定を進めてまいります。 

 あわせて、ＤＸの推進と移住、定住等の推

進につきましても、人口減少への対応を進め

ていく上で重要な取組として、引き続き、全

庁的に連携を図りながら、関連施策を進めて

まいります。 

 ２点目のＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果

につきましては、今年２月に新工場の開所式

が行われ、第２工場についても、本県に立地

することが発表されるなど、新生シリコンア

イランド九州の実現に向けて大きく前進いた

しました。 

 県としましても、ＴＳＭＣ進出の効果を県

内全域に波及させるため、令和３年に、半導

体産業集積強化推進本部を設置し、全庁一丸

となって取組を進めてきたところでありまし

て、本委員会において、昨年度は、関連企業

の立地、人材の育成、確保、台湾からの誘

客、国際交流などのテーマについて御議論を

いただきました。 

 今年度も、これらのテーマについて御議論

いただきながら、ＴＳＭＣ進出効果の最大化

に向けて、国や市町村をはじめ関係機関と連

携しながら取組を進めてまいります。 

 以上２点につきまして、委員の皆様方によ

る御議論を円滑に進めていけますよう、執行

部としましても精いっぱい頑張っていきたい

と考えております。１年間どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 それでは、お手元に配付

の委員会次第に従い、付託調査事件を審議さ

せていただきますので、よろしくお願いしま

す。 

 議題１、デジタル田園都市国家構想につい

て、議題２、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効

果について、一括して執行部から説明を受

け、その後、質疑を受けたいと思います。 

 なお、委員会を効率よく進めるため、説明

は、着座のまま簡潔にお願いします。 

 では、資料に沿って執行部から説明をお願

いいたします。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 それでは、私のほうから次期基本方針と総

合戦略の方向性及びスケジュール等について

御説明をいたします。 

 資料の２ページからお願いいたします。 

 まず、基本方針と総合戦略の位置づけにつ

いて御説明させていただきます。 

 基本方針は、県政運営における最上位計画

でありまして、県の行政に係る基本的な計画

であるため、議会の議決を要するものです。

一般的には、総合計画などと呼ばれているも

のになります。 

 一方、総合戦略につきましては、地方創生

関連の施策を中心に、先ほど説明しました基

本方針に沿った具体的な取組等を取りまとめ
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たものとなっておりまして、まち・ひと・し

ごと創生法及びデジタル田園都市国家構想総

合戦略を踏まえ、各自治体で策定をするもの

です。 

 本県では、これらを知事の任期に合わせて

４年ごとに策定をしておりまして、次期基本

方針、総合戦略につきましても、期間を４年

間と設定した上で、本年12月をめどに作成し

てまいりたいと考えております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 この基本方針、総合戦略の骨子案について

御説明をいたします。 

 木村知事のマニフェストには、10個の公約

が掲げられておりましたが、それをベースに

４つの柱を立てております。 

 県政運営をしていく上で、最も基本的かつ

重要な防災、医療、介護、福祉、防犯対策等

につきまして、「県民の命、健康、安全・安

心を守る」として、全ての柱の土台にまず置

きまして、そこから、こども、若者、子育

て、教育等の柱である「こどもたちが笑顔で

育つ熊本」、食、農林畜水産、産業、交通、

観光等の柱である「世界に開かれた活力あふ

れる熊本」、持続可能性等の柱である「いつ

までも続く豊かな熊本」の４つの柱で構成し

たいと考えております。 

 また、この柱とは別に、水俣病問題の対応

と緑の流域治水の推進、これを本県の最重要

課題として記載したいと考えております。こ

れらを基に、「県民みんなが安心して笑顔に

なり、持続的で活力あふれる熊本の未来を創

る」という基本理念を掲げてまいりたいと考

えております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 こちらは、策定の今後のプロセスについて

御説明をいたします。 

 外部有識者からの意見聴取としまして、本

県では、地方創生の実現に向け、産業界や市

町村等々30の団体で構成されます県の地方創

生会議、こちらを設置しております。これま

でも、この会議を通じて、基本方針や総合戦

略の策定などについて御意見をいただいてき

たところです。 

 今回、木村知事の新体制の下、この県の地

方創生会議による大所高所からの御意見に加

えまして、②にありますワーキンググループ

を設置しております。 

 このワーキンググループにつきましては、

先ほどの木村知事のマニフェストにある10の

分野を中心に、それぞれの分野の第一線で御

活躍をされております方々13名を選出いたし

ております。 

 先日、６月12日に、第１回目の会議を公開

で開催しまして、知事と車座になって、委員

の皆様から自由闊達かつ建設的な御意見を多

数いただいたところです。 

 今後、この県の地方創生会議とワーキング

グループでいただいた御意見を踏まえて、パ

ブリックコメントに向けて素案を作成してま

いりたいと考えております。 

 このほかにも、こども未来創造会議や地域

未来創造会議、お出かけ知事室等、様々な会

議と連携をしながら、県民の皆様とともに、

対話を重ねて、そこで出た御意見や情報等を

必要に応じて随時反映させてまいりたいと考

えております。 

 最後、５ページになります。 

 今後のスケジュールについてになります。 

 今後、この県の地方創生会議やワーキング

グループでの意見交換を重ねまして、９月議

会でパブリックコメントに向けた素案の御説

明ができればと考えております。それを経

て、10月をめどにパブリックコメントを実施

し、12月の議会で最終案をお示しし、御説明

をしてまいりたいと考えております。 

 企画課からは以上になります。 

 

○若杉地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 地域未来創造会議について御説明いたしま
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す。 

 資料の６ページをお願いいたします。 

 資料の上段に記載しております。県では、

県内市町村と連携を強化し、地域ごとの個性

ある経済振興を推進していくため、地域未来

創造会議を設置し、地域の未来像を共に描

き、各地域の振興を推進してまいりたいと考

えております。 

 左上に記載しておりますが、会議の設置目

的として、知事と市町村長等が地域の未来像

を描き、その実現に向けて、県、市町村が連

携して取組を進めるとしております。 

 会議体の機能として、地域の未来像を描

く、それから地域の未来像実現に向けた取組

の推進、広域本部、地域振興局と市町村の連

携のさらなる強化としております。 

 地域の未来像は、おおむね10年後における

地域のありたい姿と定義しておりまして、各

地域の市町村長等の皆様と知事とが意見交換

し、描いていきたいと考えております。その

上で、県と市町村が連携しながら実現に努め

てまいります。こうした会議の在り方につい

ても、市町村の皆様等からも御意見をいただ

きながら会議を組み立てていければと考えて

いるところでございます。 

 資料の右側には、今後の進め方を記載して

おりますが、会議の正式な立ち上げの前に、

７月から８月にかけまして、各地域振興局単

位で準備会議を開催したいと考えておりま

す。市町村長の皆様や地元県議会議員の皆様

に御出席いただき、県からは、副知事をトッ

プに、会議に期待するものや内容等について

しっかりと御意見をお聞きしたいと考えてい

るところです。 

 準備会議でいただきました御意見を基に調

整を行いまして、９月頃から、知事出席の

下、地域未来創造会議を県内各地で順次開催

し、地域の皆様と前向きな議論を重ね、一緒

に地域の未来像を描いてまいります。 

 地域振興課の報告は以上でございます。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課です。 

 ＤＸ、デジタルトランスフォーメーション

関係について御説明をいたします。 

 資料８ページをお願いします。 

 本日は、熊本県におけるこれまでのＤＸの

取組、そして、今後の取組の方向性、今年度

の主な取組の３つの項目で御説明をいたしま

す。 

 まず、１、熊本県におけるこれまでのＤＸ

の取組についてです。 

 近年の国と県の動きについてまとめており

ます。 

 国では、従来からデジタル施策を推進して

おられますが、特に近年、新型コロナへの対

応も背景に、デジタル庁の発足、デジタル田

園都市国家構想など、社会全体での取組が加

速しております。 

 熊本県でも、時期を同じくいたしまして、

人口減少を念頭に置いた県全体でのＤＸの実

現を目指します、くまもとＤＸグランドデザ

インの策定を契機に、令和４年度にデジタル

戦略局を新設し、全庁的な旗振りとくまもと

ＤＸ推進コンソーシアムによる産学行政の連

携などに取り組んでいるところでございま

す。 

 ９ページをお願いいたします。 

 県では、熊本県情報化推進計画を令和３年

度に策定いたしまして、ＩＣＴ技術を活用し

た安全、安心、便利な社会づくりやデジタル

行政の実現に向けて取り組んでまいりまし

た。 

 主な取組の成果としては、右側のとおり、

庁内の関連事業が３年間で1.7倍となるな

ど、全庁的な取組が進んできたほか、行政手

続につきましても、オンライン可能な手続が

２倍以上に増加し649件となるなど、デジタ

ル化が進んでおります。 

 市町村におきましても、デジタル田園都市
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国家構想交付金、いわゆるデジ田交付金の採

択数が全国で５位となるなど、住民サービス

などのデジタル実装が進んでいる状況にござ

います。 

 10ページをお願いいたします。 

 市町村における状況について補足でござい

ます。 

 各市町村では、住民サービス、庁内業務の

効率化など、様々なデジタル化の取組を進め

ておられますが、①住民利便性の向上の観点

では、例えば、行政手続のオンライン化が全

ての市町村で開始をされましたほか、窓口対

応でのデジタル化、キャッシュレス、証明書

のコンビニ交付など、多くの市町村で実施を

なさっておられます。 

 一方で、右側のＤＸ推進体制にありますと

おり、担当者が１人あるいは２人というとこ

ろも少なくなく、また、全庁的な横断体制、

あるいは推進方針の策定、職員研修の実施な

どの面で差が生じておりまして、特に、小規

模な町村を中心に、推進体制に課題があると

いうふうに認識をしております。 

 11ページをお願いいたします。 

 今後のデジタル化、ＤＸに関する取組につ

いて、①課題の認識でございます。 

 引き続き、人口減少等による人材不足への

対応が社会的な課題となっておりますが、既

にＤＸに取り組んでおられる企業、団体の割

合は約半数にとどまっており、各分野におけ

るデジタル技術の導入をさらに促進する必要

があると考えております。 

 また、県自身もさらなるデジタル技術の活

用を推進する必要があるほか、先ほど御説明

いたしましたとおり、市町村へのＤＸ支援も

必要と考えております。 

 ②今後の方向性ですが、地域課題の解決と

地域活力の創生に向けた取組を推進するた

め、熊本県情報化推進計画の後継となります

新たな計画を策定し、さらに全庁的なデジタ

ル化、ＤＸの取組を推進してまいります。 

 新たな計画では、県業務のデジタル化、施

策におけるデジタル活用、さらには、民間事

業者、市町村のＤＸ支援を一体的に推進して

まいります。その際、ポイントとなりますの

が、行政、民間におけるデータ活用であると

考えております。人工知能、ＡＩなど、新た

な技術の積極的な活用とともに、重点的に取

り組んでまいります。 

 12ページをお願いいたします。 

 ここから、今年度の主な取組について御説

明をいたします。 

 まず、ＤＸ機運の醸成についてですが、令

和６年度に設立をいたしましたくまもとＤＸ

推進コンソーシアムには、県内外から、様々

な業種の企業などから成ります549の会員に

参加をいただいております。 

 令和６年度の取組にありますとおり、引き

続き、コンソーシアムを通じまして、イベン

ト、セミナーなどの開催、あるいは情報発信

に取り組んでまいります。 

 特に、今年度、新たな取組といたしまし

て、企業の連携強化とデータ活用促進を目的

に、データ活用コミュニティーというものを

組成いたしまして、企業様の具体的な取組を

促進してまいりたいと考えております。 

 13ページをお願いいたします。 

 企業等へのデジタル導入支援についても取

り組んでまいります。 

 ①マッチング支援では、企業経営にデジタ

ル技術を活用したいものの、活用方法に悩ん

でおられる中小企業等の御支援を目的に、Ｉ

Ｔ系企業からの提案を受ける場を提供いたし

ます商談会を開催したいと考えています。 

 また、新たに、②人材育成セミナーも開催

したいと考えております。 

 企業におけるＤＸ推進には牽引役となる人

材が必要となります。自社の課題解決に向け

た実行計画、デジタル改革プランというふう

に銘打っておりますけれども、この策定をテ

ーマに、集合型研修を複数回実施すること
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で、企業における人材育成を行いながら、そ

の会社様のＤＸ導入支援も同時に行ってまい

りたいというふうに考えております。 

 14ページをお願いいたします。 

 データ活用についても重点的に取り組みま

す。 

 まず、①エリア・データ連携基盤につきま

しては、民間や行政が保有しております様々

なデータを迅速に取得し、相互に活用できる

のが可能となるシステムでございます。 

 本県では、今年度から、県と13市町村との

間で共同運用を開始いたしました。 

 今後、参画いただきます市町村の拡大を図

るとともに、個人に関する情報、いわゆるパ

ーソナルデータに係る基盤の構築も検討を進

めてまいります。 

 ②行政データのオープン化については、引

き続き、県におけるデータ数の拡充に努める

とともに、市町村の取組も支援してまいりま

す。 

 また、③データ活用の事例創出に向けて、

12ページで御説明いたしました民間企業によ

りますデータ活用コミュニティーの形成に加

えて、広く地域課題の解決に向けたデータ活

用の企画提案を募りまして、企業様と一緒に

具体的な取組を進めてまいります。 

 15ページをお願いいたします。 

 本県のデータ連携基盤についての補足でご

ざいます。 

 この基盤には、様々なデータを地図上に可

視化することができます地図ダッシュボード

サービスも併せて提供をしております。 

 現在、防災、観光、交通などの県民にお知

らせしたい情報を、地図の位置情報と併せて

分かりやすく表示することで、スマートフォ

ンなどどこからでも見ることができると、そ

ういうふうなサービスを開始したところでご

ざいます。 

 16ページをお願いいたします。 

 最後に、市町村ＤＸへの支援について御説

明いたします。 

 県では、前半で申し上げましたとおり、市

町村の課題、体制面の課題があることを踏ま

えまして、体制構築支援、人的支援、技術導

入支援の３つの観点から支援を行ってまいり

ます。 

 特に、今年度は、新たに市町村長様向けの

トップセミナーを実施し、行政におけるＤＸ

の意義や他の自治体の事例も御紹介すること

で、今後の市町村における体制構築など、Ｄ

Ｘの推進につなげてまいりたいと考えており

ます。 

 また、昨年度開始しました市町村職員への

ＤＸ研修のほか、デジタル人材派遣事業につ

いても継続して実施いたします。その際、今

年度は、特に窓口など行政と住民との接点を

意味しますフロントヤード、ここの改革につ

いても、主要なテーマとして伴走支援を行っ

てまいります。 

 17ページをお願いいたします。 

 今申し上げましたフロントヤード改革につ

いて掲載をしております。 

 総務省の自治体ＤＸ推進計画におきまして

は、行政職員の減少や住民サービスの多様化

を背景に、住民と窓口など行政の接点、フロ

ントヤードをデジタル技術で改革していこう

というふうな取組が掲げられてございます。 

 デジタル技術の活用によりまして、住民サ

ービスの向上と行政効率の２面が期待されて

いるところでございます。 

 既に、県内におきましても、窓口でマイナ

ンバーカードや運転免許証をかざすことで、

氏名ですとか必要な事項が自動的に読み取れ

る、いわゆる「書かない」窓口ですとか、証

明書の交付をコンビニなどで行います「行か

ない」窓口、それぞれ創意工夫によりまして

取組が進みつつあります。 

 こういったよき流れをさらに広げるべく、

今年度のデジタル人材の派遣事業などにより

まして、県内市町村の取組をしっかりと支援
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してまいりたいと考えております。 

 デジタル戦略推進課からは以上でございま

す。 

 

○若杉地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 移住・定住等関係について御説明いたしま

す。 

 資料の19ページをお願いいたします。 

 近年の移住、定住を取り巻く状況について

です。 

 総務省が毎年公表しております住民基本台

帳人口移動報告による本県と県外との間の転

入、転出、いわゆる社会増減の推移を示した

ものでございます。 

 御覧のとおり、令和２年以降、社会減が縮

小傾向にございましたが、令和５年は、前年

に比べ転入者が減少し転出者が増加したこと

により、社会減が拡大しております。これ

は、上のほうに記載しておりますけれども、

大阪圏、福岡県との間の社会減が増大したた

めであり、東京圏との社会増減には大きな変

化はございませんでした。 

 続きまして、20ページをお願いいたしま

す。 

 これまでの移住定住関係事業の取組につい

てでございます。 

 本県では、令和３年４月に移住定住推進本

部を設置し、全庁的に連携し取組を進めてお

りますが、上段に記載のとおり、令和５年度

は、都市部の若年層をターゲットに、熊本へ

の人の流れを加速化するという基本方針の

下、各種取組を進めてきております。 

 豊かに暮らせる熊本の実現に向けて、移住

者の暮らしの基盤となる生活環境、社会基

盤、教育環境等の整備を進めるとともに、選

ばれる熊本の実現に向け、お示ししておりま

す４つの方針に基づきまして、各種取組を進

めてまいりました。 

 21ページをお願いいたします。 

 ここからは、令和５年度の取組状況につい

て、主な施策を説明させていただきます。 

 左側は、豊かに暮らせる熊本を実現するた

めの生活環境、社会基盤、教育環境等の整備

に関する事業の中から、教育委員会事務局が

実施しております、高校生キャリアサポート

事業です。 

 就職者の多い高校や工業関係高校等にキャ

リアサポーター等を設置し、生徒の就職支援

等を行っており、定住につながる県内就職率

が年々向上してきているところでございま

す。 

 右側、方針１、デジタル技術の活用に関す

る事業で、知事公室が実施しております、く

まもと魅力発信事業です。 

 移住、定住及び関係人口拡大につながる取

組について、ＳＮＳ広告を用いて発信する相

手方のフェーズ、段階に応じまして、これ

は、受け手が閲覧した情報に応じて、その情

報に関するイベントの参加ですとか、それか

ら登録等の内容をその後送るということでご

ざいます。段階的に効果的な情報発信等を行

うことにより、移住潜在層の獲得にもつなが

っているところでございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 方針２、ターゲット(都市部)の明確化に関

する事業です。 

 左側は、移住定住促進プロモーション事業

で、市町村と連携した移住相談会等を開催し

ておりまして、計316組486名の方に御参加い

ただきました。また、オンライン相談会も開

催し、本事業を活用した移住者数は12名とな

っております。 

 右側、くまもと暮らしお試し移住応援事業

で、203組372名の移住希望者の現地視察費用

への支援を行っております。本事業を活用し

た移住者数は90名となっております。 

 23ページをお願いいたします。 

 方針３、意欲的な市町村等への重点支援、

連携強化に関する事業です。 



第７回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録（令和６年６月28日) 

 - 9 - 

 左側は、農林水産部で実施しております、

新規就農者育成総合対策事業、中高年移住就

農支援事業でございます。国の対象となる49

歳以下の新規就農者の支援に加えて、県外か

ら県内に移住して就農を予定している50歳代

の方に対しましても、県独自で研修資金や初

期投資の支援をしており、本事業を活用した

移住就農者数は11名となっております。 

 右側の「すまい」「課題解決」等支援事業

では、移住者にとって欠かすことのできない

住まいや仕事の確保に向けた支援等に取り組

みまして、本事業を活用した移住者数は181

名となっております。 

 24ページをお願いいたします。 

 方針４、関係人口等の拡大です。 

 左側、関係人口創出拡大事業では、ラブく

まプロジェクトの公式ＬＩＮＥによる情報発

信、会員相互の交流会の開催等により、ラブ

くまプロジェクト会員の増加による熊本ファ

ンの拡大を図ることができました。 

 右側のふるさとくまもと応援寄附金推進事

業は、総務部で実施している事業でございま

すが、県外寄附者向け広報事業や新規の寄附

者獲得に向けた取組を実施し、寄附件数の増

加を図ることができております。 

 25ページをお願いいたします。 

 県外からの移住者数及び相談件数について

です。 

 令和５年度の県外からの移住者数は、中段

に内訳で記載しておりますけれども、2,749

人でございました。令和２年度から令和５年

度までに１万人の移住者を目標に取組を進め

てまいりましたが、結果は8,709名となりま

した。目標には達することができませんでし

たが、令和５年度は2,749人となり、年度ご

とに着実に増加しております。 

 また、中段のグラフにもありますとおり、

令和２年度から相談件数は年々増加傾向であ

り、地方移住への関心は大きくなっていると

思っております。 

 また、資料最下段に記載しておりますけれ

ども、認定ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セン

ターが、毎年20位以内を公表しております移

住希望地ランキングでも、本県は３年連続で

ランクインしておりまして、これまでの取組

等により熊本への関心が維持されているもの

と考えているところでございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 移住者アンケート調査についてでございま

す。 

 昨年度、各市町村施策を利用して移住した

世帯を対象としたアンケート調査を実施し、

令和３年度に実施しました同調査との比較分

析を行ったところです。 

 中段の基本属性につきましては、令和３年

度と比較して、性別では女性の割合が増加し

ており、家族構成につきましては、親子の割

合が増加しているところでございます。 

 この円グラフの中にありますけれども、移

住者の年代でございますが、下のほうに記載

のＵターン、Ｉターン等、移住スタイルにつ

いては、大きな変化は見られませんでした。 

 27ページをお願いいたします。 

 上段左側、移住前の居住地では、都道府県

別で東京都が最も多く、次いで、福岡県、神

奈川県の順と大きな変化は見られておりませ

ん。 

 右側の移住前の熊本県との関わりにおきま

しても、前回調査から大きな変化はなく、実

家、親戚の家があるというのが５割を超えて

いるほか、移住者の約９割が熊本県と何らか

の関わりを持っていることが分かります。 

 下段の移住前と移住後の居住形態において

は、移住前は、集合住宅の賃貸物件の割合が

高くなっていますが、移住後は、持家や賃貸

問わず一戸建ての割合が高くなっておりま

す。 

 引き続き、本調査の結果等も参考にしなが

ら、今後の取組を検討してまいりたいと考え

ております。 
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 28ページをお願いいたします。 

 令和６年度の移住・定住推進に向けた取組

の方向性についてでございます。 

 まずは、中段の２番、今後の取組方針案を

御覧ください。 

 これまで御説明しました社会情勢や取組の

結果、アンケートの結果等を踏まえ整理した

もので、選ばれる熊本の実現として、転入者

の増加促進と併せ、熊本県に関わりが強いＵ

ターン者の増加促進や県内定住の促進に取り

組んでまいりたいと考えております。加えま

して、関係人口の創出、拡大・深化にも取り

組んでまいります。 

 また、豊かに暮らせる熊本の実現として、

生活環境、社会基盤、教育環境、労働環境の

整備など、熊本での豊かな暮らしの環境整備

を進めてまいります。 

 それを踏まえまして、上段の１番、移住定

住推進本部についてですが、２の取組方針を

進めていくために、移住者を受け入れていた

だく市町村とこれまで以上に連携を強化し、

県庁内においても、「こどもまんなか熊本」

推進本部など、新たに設置される庁内関係組

織と連携を強化してまいりたいと考えており

ます。 

 本定例会に関連予算を御提案させていただ

いておりますので、関連予算をお認めいただ

きましたならば、本日御説明しました方針に

基づきまして、今年度新設される関係組織と

も連携して取組を進めていきたいと考えてお

ります。 

 地域振興課の説明は以上でございます。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 それでは、ここからＴＳＭＣ進出に係りま

す県内波及効果について御説明させていただ

きます。 

 資料、まず、30ページをお開きいただけれ

ばと思います。 

 項目としましては、ＪＡＳＭの最新動向に

ついて、それと半導体産業のさらなる集積に

向けた取組、令和５年度の取組を中心に御説

明させていただきます。 

 資料の31ページをお願いいたします。 

 既に報道等で御存じの部分も多いかと思い

ますけれども、改めて御説明させていただき

ます。 

 ＪＡＳＭの第２工場の立地決定についてで

ございます。 

 冒頭の理事の御挨拶にもありましたけれど

も、令和６年２月６日、ＴＳＭＣの取締役会

において、熊本でのＪＡＳＭ第２工場建設が

決定したところでございます。その際、これ

まで、ＴＳＭＣ、それと、ソニー、デンソー

の出資でしたけれども、新たにトヨタ自動車

も出資をするということ、出資比率が変わる

ということも発表されております。 

 この第２工場につきましては、中段ですけ

れども、2024年、今年年内までには建設開始

をし、2027年末までに稼働するという計画で

言われております。 

 概況についてですけれども、設備投資額

は、これは第１工場との合算になりますが、

約３兆円強、雇用予定者数は3,400人、第１

工場が1,700人と言われておりますので、ち

ょうど倍ぐらいというところ。生産品目、回

路線幅がそこにありますけれども、１桁ナノ

台まで作っていくということも言われており

ます。 

 加えまして、下段ですけれども、２月24日

に第１工場の開所式が開催されまして、経済

産業省のほうから、第２工場の計画の認定と

補助の7,320億円の助成ということも発表さ

れております。 

 この後、４月６日に岸田総理がＪＡＳＭを

訪問されました際に、ＣＥＯのほうから、第

１工場の隣接地に第２工場、菊陽町に建設す

るということも発表されたところでございま

す。 
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 32ページは、今申し上げました２月24日の

開所式の状況でございますけれども、2022年

４月に着工してから、昨年の12月にほぼ建設

等が終わりまして、２月に開所式が行われて

おります。 

 開所式のステージの写真が中段にございま

す。ちょっと小さいですけれども、右側か

ら、ＪＡＳＭの堀田社長、ワイエイチ・リャ

オ会長、デンソー林社長、トヨタ自動車豊田

会長、ソニーグループの吉田会長、そして、

シー・シー・ウェイＣＥＯ、そのお隣がマー

ク・リュウ会長、そのお隣が創設者のモリ

ス・チャン氏でございます。 

 既に、第２工場につきましても、用地の取

得後、今後造成に入っていくというふうに言

われているところでございます。 

 では、資料33ページをお願いいたします。 

 こういったＴＳＭＣの動き、令和３年の11

月に本県への進出が発表されまして以降、こ

れまでも御説明してきておりますけれども、

直後に、知事をヘッドにしました半導体産業

集積強化推進本部、それにつながります推進

プロジェクトチーム、そして、34ページ、そ

こにさらに７つの部会を設置しまして、想定

されておりました課題解決に取り組んできた

ところでございます。 

 部会につきましては、上から５つは、令和

３年の12月に、その後、環境保全部会、生活

サポート部会は、順次ということで設置して

きております。 

 検討事項を挙げておりますけれども、令和

５年度の取組を中心に、次ページ以降で御説

明させていただきます。 

 35ページをお願いいたします。 

 こちら35ページは、令和５年度の各部会の

主な取組でございます。この後、36ページの

各部会の御説明もさせていただきますけれど

も、特に、渋滞・交通アクセス対策部会にお

きましては、課題の渋滞解消に向けまして、

都市計画決定等が進んでおりますし、人材育

成・確保部会でも県立技術短期大学校に半導

体技術科の設置等が行われております。 

 まず、36ページ、人材育成・確保部会から

お願いいたします。 

 人材育成・確保部会におきましては、黄色

で色づけしております３点。まず、県内定

着、若い方々に地元に残っていただくという

こと、それと、右側２つ目、ＵＩＪ・移住と

いうことで、県外から移住して若い人たちが

戻ってきていただくという取組、それと下

段、人材育成、半導体関連を含む産業人材を

育成するという、この３点で、人材の育成、

確保に努めていくという形を取っておりま

す。 

 人材育成につきましては、右下、県立技術

短期大学校における令和６年４月に半導体技

術科を開設ということも進んでいるところで

ございます。 

 続きまして、37ページをお願いいたしま

す。 

 ここは、見開き37ページ、38ページで、上

側が、中長期、特にハード整備の施策という

ことで、ハード整備がどうしても時間がかか

ってまいりますので、そのハード整備につな

げる形で、見開き下側、短期施策という形で

今進めているところでございます。 

 中長期施策のハード整備につきましては、

土木部を中心に、地図の真ん中、セミコンテ

クノパークの下のＪＡＳＭの前面道路となり

ます大津植木線の多車線化、それと、黄色二

重線の中九州横断道路の合志インターチェン

ジと大津植木線をつなぎます合志インターア

クセス道路、この２線の都市計画決定手続が

２月に完了しております。また、大津植木線

に向かいます真ん中、都市計画道路の菊陽空

港線、こちらも既に着手をして進んでいると

ころでございます。また、左側の国道387号

につきましては、縦貫道路の下をくぐる部分

につきまして調整が進んでいるというところ

でございます。 
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 こういったハード整備を進める一方で、そ

の間、やはりソフト対策、短期施策という形

で、当面の渋滞解消に努めると、今回の定例

会でも御質問等あっておりますけれども、短

期施策としましては、大津植木線及び大津西

合志線に車両感知器を設置しますほか、合志

市・菊陽町エリアでの通勤バスの実証実験も

行っております。 

 また、実際に、地図中真ん中、赤い太い矢

印、ＪＲ原水駅からセミコンテクノパーク、

こちらは、セミコン通勤バスを拡充して地元

菊陽町を中心に運行しております。拡充とし

まして、増便ですとか土日祝日の運行もする

ということで、１日1,000人以上の乗降をい

ただいているという状況でございます。 

 ただ、一方で、原水駅の利便性について

は、さらなる課題も出てきているところでご

ざいます。 

 また、バスにつきましては、肥後大津駅か

ら、これは、地図中右側、大津町エリア通勤

バス実証実験、こちらについても現在取り組

んでおりまして、実証実験の結果を踏まえた

今後の展開というところになっております。 

 続きまして、39ページをお願いいたしま

す。 

 国際交流部会でございます。 

 こちらは、もう御存じの部分もありますけ

れども、観光交流の促進で一番大きな成果と

しましては、熊本─台北定期便就航で、現

在、週12便という形でエアが飛んでいる状況

でございます。 

 また、右側、台湾でのビジネス相談窓口に

つきましては、観光戦略部で、熊本・台湾ビ

ジネスサポートデスクの設置ということで、

かなり多くの御相談をいただいているところ

でございます。 

 また、右下、経済交流の拡大につきまして

は、本年２月に、グランメッセで開催しまし

た産業復興エキスポ、こちらにも台湾からも

多く御参加いただいておりますし、昨年９月

には、台湾で開催されましたセミコン台湾に

も県として出展をしたという状況でございま

す。 

 続きまして、40ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、教育環境部会でございます。 

 これまでもお伝えしておりましたとおり、

台湾の皆さん方、もう今既に800人近く御家

族含めていらしてますけれども、台湾の方々

は、単身赴任しないということで、御一緒に

来られる子供さんの受入れということが課題

となっておりました。 

 それを受けまして、教育機関の環境整備と

いうことで、私立学校への整備に対する支援

制度の創設等を県でも行いまして、中段、来

熊した外国籍の子供さんを公立小中学校、そ

れと九州ルーテル学院、熊本インターナショ

ナルスクールでお受入れをいただいていると

いうところでございます。最初は、公立学校

が少なかったと聞いておりますけれども、公

立学校に転校される方も中には出てきている

と聞いているところでございます。 

 続きまして、41ページをお願いいたしま

す。 

 熊本ＰＲ部会でございます。 

 くまモンを活用しまして、改めて国内外に

本県をＰＲするという形でございますけれど

も、先ほど申し上げた産業復興エキスポ2024

を２月に開催しております。また、半導体関

連産業集積特設ページは、情報発信につい

て、もともと各担当課のページに掲載してい

たものですから分かりにくい面があるという

ことで、新たに特設ページをつくりまして、

ここからそれぞれのテーマについて入ってい

ただくというようなホームページの整理をし

ているところでございます。 

 42ページをお願いいたします。 

 環境保全部会でございます。 

 熊本の宝である地下水を保全するというこ

と、また、監視体制の強化等につきまして取
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り組んでおります。 

 地下水涵養につきましては、左上ですけれ

ども、涵養義務を10割に増やしたということ

と、半導体関連企業集積に伴う監視とモニタ

リングということで、監視体制を整えるとと

もに、モニタリングを実施しました。こうし

た結果につきましては、先ほどの特設ページ

でも公表していく、特に、地下水の監視のた

めの新たな観測井戸の状況等について、随時

ホームページで見られるような形を今後取っ

ていくとしております。 

 右下、台湾訪問調査につきましては、環境

生活部を中心に、現地台湾を訪問して水処理

等を確認するということも行っております。 

 43ページをお願いいたします。 

 生活サポート部会でございます。 

 先ほど申し上げました約800人近くの台湾

からの皆様方が、既に昨年８月以降入ってき

ていらっしゃいますので、各地元市町村、特

に、熊本市、菊陽町、合志市、大津町を中心

に、転入手続等の速やかな対応など、そうし

たところも含めて基礎自治体とも連携して対

応してきたところでございます。 

 サポートセンターや日本語オンライン教室

等も実施しておりまして、ここまでもう半年

以上経っておりますけれども、お住まいの外

国人の方から、非常に大きな課題があるとい

うような御指摘は受けてはいないところでご

ざいます。 

 これら７つの部会での対応をしてきたとこ

ろでございますけれども、44ページをお願い

いたします。 

 特に、ハード整備につきましては、財源の

確保をどうするかということ、特に道路財源

につきましては、既存の交付金予算ではなく

て別財源をということで、昨年８月に、左側

４項目、道路整備、アクセス鉄道の整備、下

水処理場の整備、新規工業用水の整備につき

まして緊急要望活動を行ったところでござい

ます。 

 それを受けまして、10月に官邸で行われた

フォーラムの中で、岸田総理から、枠囲みの

真ん中ですけれども、必要なインフラ投資を

追加的に複数年かけて安定的に対応できる機

動的な仕組みを創設いただくというお答えを

いただきまして、その後、国の補正予算が編

成されました。 

45ページをお願いいたします。 

 昨年秋の補正予算の中で、表の中、左側、

今回配分額の計60億円が補正予算、地域産業

構造転換インフラ整備推進交付金で追加され

まして、赤枠の本県、菊陽町を含みますけれ

ども、そのうち約半分の約30億円が本県配分

ということでいただいたところでございま

す。 

 内訳につきましては、経済産業省分とし

て、工業用水関係が約３億円、国交省分につ

きまして、下水道整備で２億円強、道路整備

で24億円ほどで、計29億5,600万の配分をい

ただいたところでございます。 

 こうした別財源の確保も踏まえまして、そ

れぞれのテーマについて、引き続き取組を進

めていくという状況でございます。 

 46ページをお願いいたします。 

 先ほど申し上げました半導体推進本部、そ

れと、ＰＴ、部会という形で、この２年ほど

進めてまいりましたけれども、今般体制が変

わり、知事が代わったということも踏まえま

して、これも答弁等で出ておりますけれど

も、向かって左側の現行の半導体推進本部を

中心として７つの部会でやってきた部分を、

環境保全部会を地下水保全推進本部、それ

と、渋滞・交通アクセス対策部会を、渋滞解

消推進本部ということで、部会からそれぞれ

の本部を立ち上げるということで、取組を深

掘りしていくという形を改めて取っていると

ころでございます。 

 また、部会の残りの緑色の４部会につきま

しても、改めて本部等の立ち上げについて検

討を進めているところでございますので、追
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って御報告させていただくことになると思い

ます。 

 熊本ＰＲ部会につきましては、これはもう

当然、通常業務の中で引き続きやっていくと

いう形を取っていく予定でございます。その

関係で、見直し後の部分、半導体産業集積強

化推進本部につきましては、本部のみを残し

て、ＰＴと部会につきましては、新たな本部

等で対応していくという形を取っているとこ

ろでございます。 

 説明は以上でございます。 

 最後に、47ページ、今年度本特別委員会の

議題につきまして、基本的には昨年度と同じ

形でと考えておりますけれども、次回９月定

例会では、企業誘致や工業団地の整備の状

況、また、12月定例会では、産学官連携によ

ります人材育成、確保等、２月定例会では、

インバウンド誘客、ビジネス交流の推進、多

文化共生の推進といったテーマで御報告、御

説明をさせていただく予定としております。 

 説明は以上でございます。 

 

○松村秀逸委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたので、質疑に入りたいと思い

ます。 

 まず、デジタル田園都市国家構想について

質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 14ページのところをちょっ

と確認させてください。 

 エリア・データの連携基盤というところで

ございます。 

 サービスやビジネス開発等に際しというこ

とで、民間や行政が保有する様々なデータを

迅速にという形の分ですけれども、これは、

民間のデータというのは、例えばどういうの

があるんですかね。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 ４月からデータ連携基盤を動かしておりま

すけれども、15ページでもちょっと御紹介し

ましたが、その中の一つのサービスで、地図

上でいろんな情報を見せていくという地図ダ

ッシュボードサービスをつくっております。

この中の一つの例えばバスの運行情報、熊本

市内でいきますと、バスきたくまさんみたい

なサービスがありますけれども、そこにひも

づいております民間のバス事業者様がお持ち

のデータ、こうしたものを、このデータ連携

基盤に結びつけて、地図上で県の施設と一緒

に見せていく、こうしたサービスも行ってお

ります。端的に、交通ですとか防災で民間が

お持ちのデータを早めに引き上げていきたい

なというふうに考えているところでございま

す。 

 

○城下広作委員 それ以外に、何かもっと大

事な部分とか特筆するものが何かあります

か。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 市町村の方々といろいろ御議論する際に、

やっぱり民間のデータについて要望が強いの

が観光関係のデータでございます。特に、そ

の観光施設がどういったところがあるかとい

うこともそうですが、例えば、人の動きがど

ういうふうになっているかとか、どういった

ところで消費が行われているかとか、観光面

は非常にデータを活用する範囲が大きいんじ

ゃないかというふうな市町村様の御期待がご

ざいまして、こうしたところについても今後

重点的に検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 

○城下広作委員 そういうデータ活用をする

ということで、今、県と市町村が13市町村と

いうことですが、今話を聞くと、結構ために

なるから、13市町村以外も、全部でそういう
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ふうに進めるほうがいいのかなと思うけれど

も、それができていないというか、一緒に今

回スタートできない理由というのは、やっぱ

り人材とか体制の弱体化とか、そういうので

できないということなんですかね。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 まず、令和６年度に向けて、市町村様とい

ろいろ検討を行う中で、我々からすると、デ

ータ連携基盤というのはこういうものですよ

と、こういう活用の仕方があるんですよとい

うふうなことについて、いかんせん、まだ物

がないものですから、抽象的な我々の説明に

とどまるということもありまして、実際、じ

ゃあそれを使ってどういうふうに出ていくの

かという検討まではまだ行き着かなかったと

いうのが正直なところでございます。 

 特に、県と市町村での共同運用ということ

でお願いしておりますので、参加いただく市

町村様にも一定程度の負担金をお支払いいた

だくということもあって、そこの検討に少し

時間かかっているというふうなところです。

４月に、こういうことができましたというこ

とで、各市町村様を回っていろいろ御説明を

しておりますと、小さい町村様は小さい町村

様、大きな市は大きな市でそれぞれ使い方が

あるというふうなイメージも少し湧いておら

れるようでございます。最終的には、45市町

村皆さんで運用していくというのが我々の理

想でございますので、引き続き丁寧に説明し

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 ためになることだったら、

45市町村がこれを活用して、住民の利便性が

向上すれば一番いいことだから、そういう形

で頑張っていただきたいというふうに思いま

す。分かりました。 

 以上でございます。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○立山大二朗委員 引き続き、12ページ、14

ページのところですけれども、12ページ一番

下で、令和６年度の取組というところで、デ

ータ活用コミュニティーの形成とあるんです

けれども、もう少し具体的な内容について教

えていただければと。要するに、14ページを

読むと、ＤＸ推進コンソーシアムに参加され

ているところの中での話なのかなと思うんで

すが、そこをよろしくお願いします。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 今、12ページ、コンソーシアムのさらにデ

ータ活用コミュニティーについて御質問いた

だきました。 

 先生御指摘のとおり、このデータ活用コミ

ュニティーといいますのは、この549のコン

ソーシアムのある種部会的な形で位置づけて

おりまして、特に、各業種横断的に課題とし

て出ておりますこのデータ活用というのに着

目して部会をつくっていこうというような趣

旨でございます。 

 昨年度、その528の団体の中から、いろん

なセミナーですとか勉強会に参加していただ

いた企業様の中で、やはりそのデータ活用に

非常に関心がおありの企業様というのもやっ

ぱりちらほら出てきておられますので、そう

した方々と、１つは、我々がデータ活用につ

いての施策を打っていく上でのコミュニケー

ションを取っていく、そういう場として、こ

のコミュニティーを活用してまいりたいと考

えております。 

 それともう一つは、参加いただいておりま

す企業様におかれましては、それぞれの企業

におけるデータ活用というのを我々が直接御

支援していく、そうした場としても、こうし

たコミュニティーを活用していきたいという
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ふうに考えておりまして、おおむね20から30

の企業様にまずは御参加をいただこうという

ふうに考えております。 

 年間６回ぐらいの定例会、あるいは勉強

会、意見交換会を踏まえまして、まずは、企

業様の取組の御支援、そして、最終的には、

県のデータ活用事業についての御参加にまで

持っていくというふうなところを今年度の目

標としてやっていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○立山大二朗委員 ありがとうございます。 

 ということは、まずは20～30企業ぐらいに

県のほうも伴走型みたいな形で支援していっ

て、また、県との連携にもつなげて、またそ

れを事例として広げていこうという理解でよ

かったですかね。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 はい、今御指摘いただいたとおりでござい

ます。 

 すみません。１点だけ補足をさせていただ

きますと、こうした機会でもございますの

で、企業様同士の連携で、あるいはまた、第

三者の企業様にまた広がっていくと、まずそ

ういったことにも期待してまいりたいという

ふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

 

○立山大二朗委員 やっぱり事例が出てき

て、熊本県内企業の中でも、どういった形で

ＤＸ推進していいのか分からないところもあ

られると思うので、ぜひそうした取組を強力

に推進していただいて、また、民間と県との

連携というのが、今後事例ができてくるのは

本当に望ましいところだと思いますので、ぜ

ひよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○松田三郎委員 おはようございます。資料

でいいますと、10ページ、市町村の取組、そ

して、11ページに方向性というのが書いてあ

ります。 

 冒頭、どうでもいい話かもしれませんが、

私、先週３回目のコロナ感染をいたしまし

て、それを自慢しているわけではなくて、ど

うぞ皆さんも、えらいはやっているそうでご

ざいますので、かつてと同様に、引き続き感

染防止対策を怠らないようにというのを申し

上げたいわけでございます。 

 関連して、私も家庭内で隔離をされており

まして、何もすることがないので、いつも以

上にテレビを見る機会が多うございました。 

 そこで、これは多分受島課長にお尋ねにな

るかと思いますが、ある番組であったデジタ

ル赤字について。デジタルはデジタルで、赤

字、黒字の赤字。私、初めて聞く概念、用語

でございました。その解説者の方は、最近問

題となっておりますということでしたので、

もしかすると皆さん御存じで、私だけ知らな

い話かなと思いながら、その番組を見ており

ました。 

 大きい貿易収支の話の中で、あるいは民間

のことを中心に光を当てた話でしたので、県

庁とか市町村にどういう影響があるのかなと

いうのを含めてお尋ねですが、簡単に言いま

すと、ここにもプラスの面であるように、県

あるいは市町村において、大分デジタル化が

進んできたと。これは、皆さんも御協力いた

だいて、市町村も頑張った成果だと思ってお

ります。 

 デジタル化が進めば進むほど、例えばライ

センス料とか、クラウドを含めた使用料と

か、その他もろもろの値上げをされて、どん

どんどんどん払わなければならないと。その

分の赤字が年間に２兆円とか３兆円ぐらいか

なという話がありました。 
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 もちろん一方では、それだけデジタル化が

進んだという証左だと思いますし、デジタル

化を進めることによって、かつてのやってい

たことからすると、かなり削減できたコスト

とか労力、時間、こういう効果ももちろんあ

るんだろうと思っております。 

 ただ、問題なのが、その番組でも言ってお

られましたけれども、いわゆるＩＴ大手は、

世界的に有名な、かつてＧＡＦＡとか、今は

マイクロソフト入れて５社とか、そういうの

が、やっぱり基本的にアメリカに本社を置い

ている会社であり、もう絶大なる力を持って

いるので、例えば日本国内のユーザーからす

ると、値上げされるから、じゃあほかのを使

いましょう、ほかのソフトやシステムやアプ

リを使いましょうと言っても、なかなか、も

うある程度汎用性があって浸透しているもの

であるならば、県庁もそうだと思いますが、

なかなか、値上げして大変だから、じゃあほ

かのに乗り換えようというのができないよう

な力関係になっていること。 

 その番組では、そういうユーザーのことを

デジタル小作人と、言葉はちょっとあれでご

ざいますが、それぐらい力の差が大き過ぎる

というようなのがこれは大きな問題かなと。

ある意味では、情報における安全保障という

ようなことまで我々はもしかすると考えなけ

ればならないと。 

 どういう質問かといいますと、これは民間

とか大きな話だけでしたけれども、翻って、

例えば、熊本県庁あるいは県内の市町村にお

いて、特に小さい自治体で、これからＤＸな

りデジタル化をさらに進めていこうとする場

合に、我々も、この県議会の予算書、決算書

で、どこでどれぐらいコストがかかっている

のかなというのは、なかなか見えにくい部分

もございますので、今後、もちろん推進して

いくことの妨げになるようなことを私発言し

ているわけではなくて、ある程度しっかり―

―そういう力関係が大き過ぎるがゆえに、我

々はどのようなことを考えて、どのようなこ

とを見ていけばいいのかなということを、コ

ロナにかかりながら思いましたので。ここ

で、数字の話とか、あるいは、こうですよと

いうのが、最近出てきた話でしょうから、答

えまでは期待しませんけれども、課長なり、

理事なり、多分こういうことを見ながらこう

いうことを考えればいいですよといういうよ

うなお考えなりですね、ちょっとお聞かせい

ただければと思います。 

 すみません、要は、さっき言いましたよう

に、何か進めていることを否定的に捉えてい

るわけではなくて、今後もっともっと推進し

ていくに当たっては、小さい自治体において

は多分そういうところも考えなければならな

いのかなと思いましたので。 

 

○黒瀬システム改革課長 システム改革課で

ございます。 

 ストレートにお答えできるものかどうかと

いうのは難しいところがあると思っておりま

すが、現在、県庁で様々なシステムを導入す

るときには、それぞれのシステムで生まれる

効果と、それに対する費用を一応比較検討い

たしまして、何年後にそれが黒字化するかと

か、そういうことも含めて検討をして導入を

しているところでございます。 

 それは、担当課で一旦検討していただい

て、我々システム改革課で、その手法が適当

なのか、もっといい方法がないのか、あるい

は、県庁全体で効率化して活用していくこと

で、より安くよりコストを下げながら導入し

ていくことはできないのかということを検討

しているところでございます。 

 先生が御質問のＧＡＦＡＭと県との関係と

か、そういうところへのお答えではないかも

しれませんが、費用対効果を見ながら、なる

べくしっかり使って黒字化というところを目

指して頑張っていきたいと思っております。 

 以上でございます。 
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○松田三郎委員 はい、分かりました。 

 それを一応検討していただいていて、県庁

の場合は、比較的優秀な方が多うございます

し、今おっしゃったように、前もってシステ

ム改革課に相談するようにというようなある

程度ルートが決まっている。それはあまり心

配しておりませんけれども、どうですか、県

内の市町村から、何かそういった類いの相談

があったとか、ありそうだとかという話は、

どちらか分かりますか。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 今のところ、市町村様から、ベンダー様と

の関係で、ちょっと言いにくいんですけれど

も、たたかれてというようなことでの御相談

というのは、直接触れたことはないのです

が、ＤＸ、デジタルを推進していく上で、や

はり費用面が非常に課題になるという話は常

々聞く話でございます。 

 これまでも、電子情報化については、それ

ぞれのシステムを立ち上げて、それを運用し

ていくときに、どうしても、いわゆるベンダ

ーロックインと言いますけれども、付き合い

のある企業様と、システムを動かす以上は、

もうそこから離れられなくなって、結果、運

用コストが右肩上がりに上がっていくという

ふうなことが非常に課題となっておりまし

た。そのため、今、国のほうでは、基本的な

二重のシステムについては、国が統一したシ

ステムで、それぞれのベンダーのある種の創

意工夫の中でやっていくのではなくて、国が

決めた仕様どおりにやってくれと。それが中

長期的にはコストも下がっていくでしょうと

いうふうな、そうした取組も出ているんです

けれども、個別の小さいシステムについて

は、やっぱりそれぞれの市町村様での御対応

にならざるを得ないのかなというふうに思っ

てます。 

 そこで、県のほうで及ばずながら今やって

おりますのは、個別に入れるよりも県も含め

たところで共同で入れたほうがコストが下が

るようなシステムについては、積極的に共同

調達をやっていきましょうというふうな取組

を行っております。 

 現在、県と市町村の共同で調達しておりま

すシステムは、大体11システムほどあります

けれども、これは全国的にも非常に多い数に

なっております。どこまでもどんどんどんど

んみんなで一緒にというわけには、ひょっと

したらいかないのかもしれませんが、極力コ

ストが、それは検討に当たる行政コストも含

めてでございますけれども、抑えられて、し

っかりとＤＸが進んでいくというふうな形で

は、こうした手法も必要かなと考えておりま

すので、引き続き、そうした手法も含めなが

ら対応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 結構です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○溝口幸治委員 今のにちょっと関連するか

もしれませんが、デジタルを進める上で、お

金もそうですけれども、規制ですよね。一生

懸命国はデジタルと規制改革と一緒にやろう

としてますけれども、例えば、その大きな話

は国もやるんでしょうが、県と市町村との関

係で、その規制で引っかかったりとか、逆

に、市町村が何か規制をかけ過ぎているとか

いうのは、どこか出てきているのがあるんで

すか。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 特に県内では、いわゆるスマートシティ

ー、デジタル技術、データでまちづくりを変

えていこうという、そういうスマートシティ
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ーの取組をなさってらっしゃるところがあっ

て、そうしたところを中心に、規制改革の必

要性について時々話にはなるんですけれど

も、まだ現時点では、こうした規制が邪魔に

なってというところはないのかなというふう

に捉えています。 

 ただ、これが今後いろんな、例えば医療で

すとかお薬、健康づくりみたいなところ、あ

るいは個人の情報を使っていろんなサービス

を提供していくということになると、これま

でやってこなかった分野に踏み出していくこ

とになりますので、先生が今御指摘の規制改

革というのがどこかで出てくるのではないか

と問題認識は持っているところでございま

す。 

 

○溝口幸治委員 さっきのくまもとＤＸ推進

コンソーシアム、民間の方々とやるという中

で、今度は、民間からこういう規制――もち

ろん個人情報があるんだけれども、個人情報

をどこまでデータ共有できるかというところ

にビジネスチャンスがあったり、住民の生活

向上があったりすると思うんですけれども、

個人情報の保護があまりにも効き過ぎて、い

ろいろな面でうまくいかない分野もあるんだ

と思います。そのあたり、このコンソーシア

ムとかで規制改革、こういうのを国に働きか

けとかという動きがあるのかどうかというの

をちょっと教えてください。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課です。 

 今のところは、まだそこまでの動きにはな

ってございません。 

 

○溝口幸治委員 分かりました。 

 

○松村秀逸委員長 ほかには。 

 

○髙野洋介委員 先ほど、受島課長の説明で

は、民間ともいろいろとやり取りしながら進

めていくという話なんですけれども、実際、

民間のほうから、こういうことを県とデータ

を共有したり、やりたいということがあって

るんですよね。 

 前から言ってるんですけれども、例えば土

木ですが、港湾の関係のいろんなデータ収

集、各社グループを組んでやられている中

で、アナログしか県は認めていないんです

よ。ここの会社がこれだけ荷揚げしたとか、

そういうのを全部手書きでやっていて、民間

のほうは、早くデジタル化してくださいっ

て、そのために港湾事務所がいるんでしょう

ということで、港湾事務所が主になってして

くださいと言ってるんですけれども、もう３

年も４年も、ずっと全然相手にしてくれない

ので。ここではしっかり受島課長をはじめ皆

さん方は、ＤＸはやりましょうと言うけれど

も、違う部署に行ったら全然デジタル化が進

んでないというのが多々あるんですよね。 

 これは港湾のことを言いましたけれども、

土木の遠隔臨場もそうですよね。民間のほう

は、どんどんどんどん遠隔臨場を進めたいん

だけれども、行政のほうが、自分たちはまだ

整備が整ってないのでできませんとか、打合

せするときには、１時間半も２時間もかけて

山から打合せに来てくださいということが多

々あっているんですよ。 

 だから、もうちょっとウイングを広げて、

各部署で、どういったことをデジタル化す

る、したほうがいいのか、どういったところ

を民間が望んでいるのかということをもう少

し察知してもらって、デジタルのプロ同士の

連携は、それはそれで構いませんけれども、

もうちょっと足元を見ながら進めていただき

たいなというふうに思ってます。 

 以上です。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 
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 御質問ありがとうございます。 

 デジタル化、もしくはＤＸの肝は、やっぱ

り住民の方あるいは企業様の利便性が向上す

るということで、それが第一義的な目的かな

というふうに考えてございます。 

 これまでも、県庁では、行政手続のオンラ

イン化、それをオンライン化するのは、入口

の利便性もそうですけれども、県庁の中の意

思決定の効率性、そして、データで跡が残っ

ていくというふうな後世に対する責任とい

う、この３点で非常に重要なことなんだろう

というふうに考えております。 

 その意味で、今御指摘のありました企業様

と県庁との行政手続等々での不具合等につい

ては、県庁としては、しっかり問題点、意識

を持って取り組んでまいりたいと考えており

ます。ありがとうございました。 

 

○髙野洋介委員 お願いします。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○松田三郎委員 移住、定住の19ページで、

若杉課長のさっきの説明について、簡単で結

構です。黒ポツの２つ目ですね。 

 大阪圏、福岡県との社会減が拡大、その

下、東京圏との増減は変化がない。19ページ

ですね。これは、コロナ明けで、ある意味

で、東京じゃなくて大阪――福岡は分からぬ

じゃなかですけれども、今後、何か傾向とし

てこれは続きそうだとか、あるいは、何か特

殊事情でこれはこのときだけですよとか、東

京一極集中が叫ばれている中、熊本はそうで

もなかったというだけで喜んでいいのかどう

か。これは何か分かりますか。その傾向なり

原因なりというのは。 

 

○若杉地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 このＲ５年のデータは、ここに記載のとお

り、東京圏での社会減、増減については、Ｒ

４年とほぼ変わっておりません。58人増えた

ぐらいでございます。大体東京圏が年間転入

者が5,000人ぐらいで、それから転出者が6,8

00人ということで、そこが50人ぐらい減っ

て、ほぼほぼ変わらないと。 

 しかしながら、東京圏は、国全体で見ます

と２割ぐらい集中が増えておりまして、ほか

の各地域からは東京に集中が増えていると。

熊本県については、我々の施策なのか、もし

くはＴＳＭＣの効果なのか、そこは私たちも

分析はしておりませんけれども、東京圏で

は、熊本は一応Ｒ４、Ｒ５は保っているとい

う状況にございます。 

 ここの1,600人と増えましたのは、Ｒ４、

Ｒ５と比べまして、特に福岡が700人ぐらい

増えておりまして、それから大阪圏が200人

ぐらい、この1,600人と370人の1,300人増え

ておりますけれども、その分のところがあり

ます。 

 それと、九州で福岡県以外のところに200

人ということで、それ以外のところは、大体

福岡県に行かれるのが非常に多いんですけれ

ども、ほかの県からはこっちに来られている

ほうが多いという状況がございまして、その

辺がＲ４に比べましてＲ５のほうが増えてい

る状況にございます。こういう御回答でよろ

しいでしょうか。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 アンケートを取って、どう

いう理由で行かれましたか、来られましたか

というのを県でやるわけじゃないですから、

なかなか難しいとは思いますけれども、私個

人的な意見ですが、東京ばっかり行くよか、

せめて大阪で止まるとか福岡で止まってくれ

るというのが続くならば、本県としてもまだ

いいのかなと思っておりますので、何か分か

れば、また教えていただきたいと思います。 

 以上です。 
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○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、次に、ＴＳＭＣ進出に係る県内

波及効果について質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 31ページ、第１工場で1,70

0名ということで予定をされているんですけ

れども、現在1,700名はもう確保できている

んですか。その辺の状況を。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 委員御指摘のとおり、もともと第１工場、

合計1,700人ということで言われておりまし

て、おおむね内訳も言われてたところですけ

れども、台湾からの駐在員の方が約500名ほ

ど、ソニーからの出向者が200名ほど、正社

員で採用される方が、新卒、中途合わせて60

0人ほど、残りについては、いわゆる外注と

いうか、請負含めて確保されるということで

聞いておりました。 

 結論として、1,700人、基本的には確保を

おおむねされていると聞いております。本格

稼働は年内というところですので、ただいま

試験製造等をされているかと思いますけれど

も、従業員の方はおおむね従事をされている

と聞いているところでございます。 

 

○城下広作委員 その500名の台湾の関係の

方は、今、準備として、もう既にその工場内

で仕事というか、準備のための業務に当たっ

ているということなんですかね。 

 

○元田企業立地課長 委員御指摘の台湾から

の駐在員の方ですけれども、この駐在員の方

々は、昨年８月以降にかなり多くの方が御家

族含めて入ってきてらっしゃったんですけれ

ども、実は、その前から、一昨年、2022年の

４月に建設が着工されましたけれども、その

前後から、立ち上げ、建設のために来られて

いる駐在員の方ももともといらっしゃいま

す。その後、去年の夏ごろにまとまっていら

っしゃった方は、今委員御指摘の、工場を動

かす、稼働させるために来られている従業員

の方で、その中でちょっと役割は異なってく

る部分はあると。ただ、既に工場の稼働のた

めにいらしている方々はほぼ全員来られてい

るという状況と聞いております。 

 

○城下広作委員 では、順調に体制としては

もう整って、何ら心配することはないという

ような現状だというふうな雰囲気は分かりま

した。 

 それで、先ほど、トータル800人台湾関係

の方が来られていると言われたんですけれど

も、このうち小中高の子供さんの数はどのく

らいなんでしょうか。 

 

○小川企画課長 企画課です。 

 今回のＴＳＭＣの県内進出に伴って、その

台湾籍のお子さんがたくさん来られて、その

方々の教育環境をどう整えていくかというと

ころについては、先ほどちょっと――今後部

会の形は変わるかなと思いますが、教育関

係、教育の部会、教育環境部会でしておりま

して、企画課が全体を調整しております。 

 今先生御指摘ありました、それぞれの台湾

から来られているお子さんなんですけれど

も、大体全体で150人ぐらいがお子さんだと

いう話は会社サイドから聞いております。 

 肝腎の御質問のそれぞれの内訳について

は、なかなか会社側からも、それぞれに個人

の御家庭の事情とかもあるので、なかなか我

々も全体としては把握はできておりません

が、人数としては、やっぱり未就学児ですと

か、あとは小学生、この辺りが一番人数とし

ては多そうということは確実のようです。や

っぱり中学生とか高校生はそんなに多くない

というところを今聞いております。 

 以上です。 
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○城下広作委員 では核心の部分で、その子

供さんたちは、未就学とか――中高は少ない

と言うけれども、小学生とかを中心に行く学

校というのは、大体全部もう収まっていると

いうか、もうちゃんと固まって問題ないの

か、それとも受入れにちょっとがたがたして

宙ぶらりんになっているのか、そういうのが

あるのか、そこの心配の部分は。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 今御指摘ありまして、まさしく我々受入れ

に当たって、かなり早い時期から課題として

顕在化するだろうと思っていたところでし

て、県としては、県庁内の各部署もそうです

し、それぞれの教育機関、あとは、公立の小

学校になると、それぞれの市町の教育委員会

とも関係がございますので、連携をしながら

受入れの体制を進めてまいりました。 

 今回、いわゆるこの第一陣と言われる方に

つきましては、基本的には調整をさせていた

だきまして、それぞれの教育機関に――先ほ

ど元田のほうから説明ありましたように、昨

年の夏にたくさん来られましたので、秋の学

期にそれぞれ転入ということでしております

し、その後も、それぞれ会社なり教育機関と

我々が話を聞きながら、例えば何かトラブル

があったかとか、さらなる御希望がないかみ

たいな話も随時聞いております。おかげさま

で、今のところ、そこまですごく大きな深刻

な問題というのは聞いておりませんので、引

き続き、各教育機関と連携しながら、受入れ

の体制はしっかり整えてまいりたいと思って

おります。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 ありがとうございました。 

 しっかりサポートしてあげるというのも、

熊本として大事な心がけだと思いますので、

頑張っていただきたいと。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩田智子委員 今の城下さんの質問と関連

あるんですけれども、未就学の子供たちが多

いというような話がありましたよね。やっぱ

り未就学ってなると、保育園とかそういうと

ころになるんですけれども、保育園に全部預

けられる方は、そういらっしゃらないかもし

れないけれども、一時保育とか利用される方

がいらっしゃるというふうにちょっと聞いて

るんですよね。 

 そうなると、やっぱり保育園ってなると、

民間になってしまうところがあって、一時保

育の契約とかのところで、やっぱり何かトラ

ブルが起こっちゃいけないということで、県

民の事業者のほうもすごく慎重になるけれど

も、向こうはもう預けたいと、その辺でなか

なかスムーズにいかないということをお聞き

したんですけれども、その辺のフォローみた

いなのはあるのかなというのが質問です。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 今御指摘ありました、未就学児の受入れと

いうか、体制についてになります。 

 未就学児の場合は、こちらも、その詳細な

内訳は、なかなか県としても把握はできてい

ないんですが、いわゆる英語で教育という

か、預け入れができるようなインターナショ

ナルな幼稚園や保育園に預けている御家庭も

あれば、そうではない。まだ未就学児ですの

で、いわゆる通常の保育園に預け入れている

というお話も聞きますし、先ほど御指摘あり

ました、日常的には預けない、基本的に家で

見られているというところもどうやらあると

聞いております。 

 すみません。今御指摘ありました一時預か

りに対してのトラブルというところまでは、

今後はしっかり確認をさせていただければと
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思っております。 

 いずれにしても、先ほど城下先生からもあ

りましたとおり、せっかく御縁あって熊本に

お越しいただきましたので、御希望がある場

合、どういった受入れができるかということ

を関係機関と連携しながらしっかり考えてま

いりたいと思っております。 

 以上です。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございます。 

 800人の台湾の方々が来られて、菊陽町に

行くと、やっぱり台湾語で看板が出てたりと

か、私の知人なんかも一緒に料理教室とかを

開いて、日本の料理を一緒に作ったりという

ようなこともされているところで、もう本当

に交流が進んでいるなというふうに思ってい

ます。 

 台湾の方々からのトラブルもほとんどない

ということで、とても今安心しているんです

けれども、逆に、県民の側でちょっと困って

いることがあられるかもしれないので、そう

いうところにもちょっと気にしていただい

て、交流が本当に深まるようによろしくお願

いいたします。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにございませんか。 

 

○西聖一委員 42ページです。 

 環境保全部会にお尋ねしますが、ＴＳＭＣ

が水を使うということはもう分かっているん

ですけれども、地下水涵養も努めていること

も分かってますが、ここには、涵養量が200

万トン増加したということで、すごく増えた

イメージがあるんです。今言われてるだけ

で、第１工場で１万トン、もう少し低いんで

すが、仮に稼働すれば年間365万トン、第

２、第３であれば、単純にですよ、３倍すれ

ば1,000万トンですよね。 

 ＪＡＳＭだけじゃなくて、関連企業がいっ

ぱい来ている中で、地下水がどれくらい増え

たのかというのを１点お聞きしたいのと、そ

の対策として、さっき国から60億円ついた中

で、工業用水の確保というのが出てます。恐

らく竜門ダムから持ってこようとしていると

思いますけれども、竜門ダムも３月の時期は

底が見えていた時期もあるんですね。今は雨

が降っているからそんな大ごとになってませ

んけれども、田植時期で水が枯れるというの

は大変なことになるという農家の声はもうず

っとあっているわけで、その竜門ダムの水の

確保、これもちゃんと見通しがついているの

かどうかをちょっとお尋ねしたいと思いま

す。 

 

○木原環境政策課長 まず、地下水涵養の件

と取水量と涵養の関係の件でございます。 

 ＪＡＳＭの第２工場の使用量につきまし

て、正確に把握はできておりませんが、第１

工場で使用する年間300万トン以上の水につ

きましては、現在、涵養量によって収支は賄

えるというシミュレーションができておりま

す。 

 地下水涵養については以上でございます。 

 

○西聖一委員 第２、第３もできる、それか

ら関連企業も来るという話の中で、どうなの

かと。 

 

○木原環境政策課長 将来のシミュレーショ

ンにつきましても、今現在、想定ではありま

すけれども、収支が合うような涵養目標を立

てまして、それに向かって農家さんとの協力

に向けた協議を進めているところでございま

す。 

 ただ、具体的な取水量はどれぐらいなのか

という第２工場も踏まえた量というのがまだ

正確に確認ができておりませんで、そこはあ

くまでも想定ですので、対外的に公表できる

数字は持ち合わせておりません。 
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 以上でございます。 

 

○西聖一委員 今から増えていくんですよ

ね。いろんな工場が増えてきますから、それ

を見越して涵養量を増やしていくという話は

分かるんですけれども、相当増えているんじ

ゃないんですかという話でちょっとお聞きし

たいんですけれども。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 すみません。環境政策課の答えも含めてで

すけれども、まず、第１工場につきまして

は、もともと日量１万2,000トンを取水され

るということを言われておりましたけれど

も、その後、取水の削減に取り組んでいただ

きまして、最終的には、取水許可の段階で8,

500トンになっております。年間でいうと、3

60掛けると300万トンぐらいというような形

になっております。 

 第２工場につきましては、まだ詳細なスペ

ックが見えていないところもございますもの

ですから、日量の取水量はどのくらいになる

かというのはこれからになりますけれども、

一つの目安は第１工場と同じぐらいじゃない

かというのはございます。 

 それに合わせまして、涵養につきまして

は、基準涵養量を10割以上ということで、面

積の確保も環境生活部のほうで進めておりま

すけれども、県としましては、取水量の削減

につながるように、工場内での水の再利用率

を上げていただくですとか、そういったお願

いもしております。御指摘ありました竜門ダ

ムの新工業用水としての整備ですが、これは

企業局のほうで対応しております。こちら

も、日量につきましては、まだ6,000トン程

度とか、どのくらいの量が確保できるのか、

これは、菊池川の水の量の問題、それと農家

さん方への影響が出ない範囲での取水という

ことになってまいりますけれども、こちらも

含めて別水源として供給することで、地下水

自体の取水については減らしていただくよう

な形になるように進めていきたいというふう

に思っております。 

 もう１点、半導体工場の水の使用というと

ころで、半導体の関連企業全てが大量の水を

使うというわけではございません。特に、前

工程と言われるＪＡＳＭですとか、そういっ

たところにつきましては、先ほどのように日

量で１万トン程度使うところもあります。そ

れ以外の後工程と言われるところをされる事

業者について全てが、そういう大量の水をお

使いになるというわけではなくて、限られた

事業者が大量に地下水をお使いになる面はあ

るという状況でございます。 

 以上でございます。 

 

○西聖一委員 考え方とか方向性はよく分か

るんですけれども、数字が今全然出てこない

じゃないですか。ＪＡＳＭだけを私は悪く言

うつもりは全然ないんですけれども、県が一

応くみ上げ量は許認可を出すわけですから、

その総計を出して、今どれくらい増えてます

と、それは言えないんですか。 

 

○木原環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 ＪＡＳＭの第２工場も含め将来の取水の申

請につきましては、将来の話ですので、現時

点で把握ができていないというのが実情でご

ざいます。 

 ただ、申し上げられることでございます

が、地下水保全条例に基づく取水許可に関し

ましては、第１工場と同様、法令等によって

適切に対応していきたいというふうに考えて

います。 

 先ほど企業立地課長からも御説明ありまし

たけれども、地下水涵養指針を見直しており

ますので、取水量の10割の涵養を求めていく

ことにしております。 
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 すみません。具体的なデータがありません

ので、申し訳ございませんが、現状の回答は

以上でございます。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 今の環境政策課からの答えに併せまして、

先生御指摘のどのくらい地下水の取水がされ

ているのかと、これは環境立県推進課のほう

でデータがあるかと思います。手元に今ござ

いませんので、そこはまた確認をして別途御

説明させていただけたらと思います。申し訳

ございません。 

 

○西聖一委員 資料は後からでも結構ですけ

れども、県民にも分かるようにお知らせをし

ていただきたいというところだけお願いしま

す。 

 

○岩中伸司委員 地下水関係でちょっとお尋

ねしたいんですが、今、西委員から話があっ

たとおり、この資料だけで涵養量が約200万

トン増加ということで書かれていて、おおと

思うんですが、今回の半導体関連の企業は水

を大変使うということで、いろんな対策を打

っていらっしゃるのは分かりますけれども、

熊本地域地下水総合保全管理計画というのが

出されてますね。 

 これによれば、年間約7,300万トンの涵養

量を目標としているということで、この目標

達成の年度がいつなのかと思ったら、平成36

年度までにと書いてあったので、平成36年度

までにとはおかしいなと思いながら、2024

年、今年のことですよね。こういう目標設定

されていたんですけれども、現在、その地下

水というのは、その目標に、今年度までの目

標に達している状況ですかね。 

 

○木原環境政策課長 現在の涵養量でござい

ますけれども、すみません、今手元に持ち合

わせているデータでは、一つの事例として、

白川中流域の水田湛水事業がございまして、

そこでは、令和６年度までに約2,800万トン

の涵養を実現する見込みとなっております。

ただ、今委員がおっしゃいました7,300万ト

ンという数字には至ってない実情でございま

す。 

 

○岩中伸司委員 ですから、資料を見るとき

も、できれば西暦を括弧書きでもしてあった

ら分かるなと思う気がしたんですけどね。 

 熊本こそ本当に地下水が一番の宝になって

いるので、企業が来て繁栄することは非常に

いいことですけれども、我々の生活に一番大

事な――ですから、この計画見たら、7,300

万トンというのは、これは心配は要らぬなと

いうような、それを達成しとるかなという思

いで今質問したんですけれども。これからも

ぜひ、地下水涵養については力を入れていた

だくようにお願いしておきます。 

 

○木原環境政策課長 ありがとうございま

す。 

 目標額の達成に向けて、もともとの取水量

の把握と併せて、収支が合うように努めてま

いりたいと思います。どうもありがとうござ

います。 

 

○溝口幸治委員 地下水の話は、それぞれ御

心配されるとおりと思いますけれども、これ

は、難しいのは地下水って我々に見えないの

で、これはどれだけ説明しても、どれだけデ

ータを出しても、最後までやっぱり御心配の

声は変わらないと思いますので、その都度そ

の都度丁寧に出せる情報を出して、しっかり

説明をしていくということが大事だというふ

うに思います。 

 一方で、いわゆる国家プロジェクトとし

て、第１工場が決まって、第２工場まで決ま

って、そして、今定例会で、知事も、早いう
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ちに台湾に行っていろいろな会談もやりたい

というような意向も示されたと思います。当

然、向こう側の企業とすれば、できるだけ集

約した土地に出てきたいという、向こうのＴ

ＳＭＣの意向も踏まえながら、それに付随す

るいろいろな後工程の工場も含め、これが第

２工場から第３工場にもしも増えていくので

あれば、多くの企業がまた進出をしてくるん

だろうと思います。 

 今大事なことは、地下水の話とかももちろ

ん大事なんですけれども、今、熊本県は積極

的にそういう企業については受け入れてい

く、後工程やいろいろな企業についてもでき

るだけ御要望に沿って受けていく体制をつく

っていくということをメッセージとしてやっ

ぱり表に出しながら、県民の不安にしっかり

お答えしていくというのが大事だと思うんで

す。どちらかというと、今の議論でいくと、

不安な声にしっかり対応するあまり、何かそ

この部分がちょっと出てないような気がする

んですけれども。知事が当然行くということ

は、第３工場も含めたいろいろな関連企業に

ももっと来てほしい、いろいろな議論でもあ

るように、後工程になると、別に菊陽とか大

津に集中しなくても、水もそんなに使わな

い、距離的にも少し離れてもいいということ

になれば、八代とか人吉、球磨とか天草と

か、県全体にチャンスが広がっていくという

ことでしょうから。そこも見据えて、今皆さ

ん方はやってらっしゃると思うんですけれど

も、その辺りの意気込みというか、考え方と

いうか、新しい知事に代わって、三輪部長あ

るいは元田課長のところで、そこをどういう

ふうに今整理をされているのか、お聞かせを

いただきたい。 

 

○元田企業立地課長 御質問ありがとうござ

います。 

 本県としましては、ＴＳＭＣの進出を契機

としまして、さらなる半導体関連産業を集積

させるというのは、本県のミッションだと思

っておりますので、そこに向けまして、一つ

の課題であります場所の確保という部分は、

非常に重要かと思っております。 

 それを受けまして、当課のほうでは、菊池

市事業区と合志事業区、それと昨年12月に前

知事が表明をしました八代地域での工業団

地、県工業団地を３か所整備する。これはま

ず場所の確保ということだと思っておりま

す。 

 今現在、台湾でも、台湾のサイエンスパー

ク的なものを、台湾政府が熊本でかは分かり

ませんけれども、日本でつくっていくという

ような御発言も出てきております。台湾から

も、サプライヤーと言われる方々が熊本に、

日本に進出をされたいというお声もあってい

るともお聞きしております。 

 台湾企業をどれだけ本県に集積させるのか

というのは、また今後我々の課題であります

けれども、半導体関連企業、ＴＳＭＣ以外の

台湾からのサプライヤーがいらっしゃる場合

には、必ずしも熊本じゃなくてもいいのかも

しれない部分がございますので、我々は、そ

こはしっかり熊本に集積をしていただくとい

うことを見据えていく必要があるのかなと思

っています。 

 ただ、一方で、日本企業のサプライヤーも

集積していただく必要があるので、台湾から

あんまりたくさん来られても大丈夫なのかと

いうのは、一つ別の形ではあるのかなという

ふうに思っております。 

 第３工場につきましては、定例会での答弁

もあっておりますけれども、知事も答弁した

とおり、まだ何も台湾政府からもＴＳＭＣか

らも言われているわけではないという状況で

ございますけれども、唯一、シーシー・ウエ

イＣＥＯが、第１工場、第２工場がしっかり

稼働して地元の皆さん方に受け入れられたら

３つ目もというような御発言が今あっている

と、これも知事も答弁したとおりでございま
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す。 

 そうした御意向も踏まえまして、我々、第

２工場を目指したときにも、第１工場をしっ

かりお受けすることが次につながるというふ

うにやっておりましたので、第２もしっかり

お受入れをするということが、また次につな

がっていくのではないかというふうに我々と

しては考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 はい、ありがとうございま

した。 

 台湾からたくさん来ていただくのもありが

たいけれども、この機を利用して国内の企業

にも企業進出をしてほしい。それから、県内

企業でいうと、これを機にスタートアップと

か、やっぱり企業を興したりビジネスチャン

スにつなげて、新しい企業がそれぞれの地域

で育っていくような、そういう夢のある取組

をぜひ進めていただきたいと思います。これ

は、企業立地課だけではなく商工労働部全

体、あるいはほかの部署も関係しているかと

思いますので、どうぞよろしくお願いをいた

します。 

 

○堤泰之委員 36ページですけれども、今、

企業誘致の件に関してはお話しいただきまし

た。かなりの企業が立地協定をしたくて、待

っているとは言わないんですけれども、希望

が出ているという話は聞きましたが、大学等

の研究機関や学校関係からのこちらに対する

出展というか、移管の話というのはあってい

るんでしょうか。 

 

○辻井産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 大学等研究機関等の誘致についてでござい

ますが、今のところ、大きなキャンパスをつ

くるとか、そういった動きはまだございませ

ん。一方で、今熊本大学さんが新しい半導体

に関する組織をつくるなど、そこに関して非

常に注目が世界中から集まっておりまして、

直近ですと、東京大学さんが熊本大学さんの

中に分室をつくっていただきまして、常駐の

職員とか、研究者の派遣も行っていただいて

おります。 

 こうした動きを捉えまして、今非常に多く

の方々からのお声掛けをいただきまして、

今、ある種熊本大学を核に、そうした研究機

関等の連携というのも進めていければいいか

なということで、熊本大学さんと相談しなが

ら進めているところでございます。 

 以上です。 

 

○堤泰之委員 人流の話がちょっと前に先ほ

どもありましたけれども、人の移動の中で、

大学に行くときの移動、専門学校も含めてで

すが非常に大きなものと思っております。そ

うしたものを、今後、熊本の優秀な人材の確

保、あとはほかからの移住、その観点も踏ま

えて、しっかり受け止めていただければと思

います。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩中伸司委員 お尋ねしたいことが１つだ

け、すみません。 

 44ページのハード整備、今交通渋滞の問題

がいっぱい出されて、私が住んでいるところ

はそういうことないんですが、今日も、ここ

市内でも渋滞で非常に車が通らなかったんで

すが、空港アクセス鉄道に関するやつで、空

港ライナーというのがずっと私が４年間いな

い間も走っていたのかな。空港ライナーは、

どういう利用の状況なのかということを御存

じの方がいらしたら、担当はどこか分かりま

せんが……。 

 

○小川企画課長 企画課です。 
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 今日、同日で、もう一つの特別委員会の高

速交通ネットワークの特別委員会で、まさし

く空港ライナーの範囲は隣の委員会のほうで

やっているんですが、私、一応企画振興部で

すので、お答えします。御指摘のとおり、空

港ライナーは、貴重なルートというか、町な

かから空港に対するアクセス手段として、肥

後大津から今もしっかり運行もされておりま

す。コロナ禍という大変な状況もありました

が、ちょっと具体的な数字は今持ち合わせて

おりませんが、日によっては１台の車に乗り

切れない場合もあって、その場合は続行便が

すぐ出してもらえるぐらいの盛況になってお

ります。 

 今、空港アクセス鉄道の話も進んでおりま

すので、やはり空港のアクセスをどうしてい

くかということは、一体となって今後検討さ

れていくものと考えております。 

 以上です。 

 

○岩中伸司委員 空港ライナーは、無料でず

っと乗せながら運行をやっているということ

を以前から聞いてたんですけれども、今だん

だん多くなっているとの答弁のようでした。

ありがとうございました。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。な

いですね。 

 では、質疑がなければ、これで終了いたし

ます。 

 議題３、付託調査事件の閉会中の継続審査

についてお諮りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件については、引

き続き審査する必要があると認められますの

で、本委員会を次期定例会まで継続する旨、

会議規則第82条の規定に基づき、議長に申し

出ることとしてよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○松村秀逸委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 次に、その他に入ります。 

 その他として何かありませんか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○松村秀逸委員長 その他として、私から１

つ提案がございます。 

 閉会中の視察の件についてですが、委員会

で行う委員派遣は、本来、会議規則第81条に

より、委員会として、これを議長に申し出る

こととなっております。 

 しかしながら、緊急な委員会視察が必要な

場合、委員会をそのたびに開催するのが不可

能な場合もございます。 

 そこで、付託調査事件に係る閉会中の委員

派遣の実施、目的、日時、場所等につきまし

ては、委員長一任ということでよろしいでし

ょうか。 

  (「お願いします」と呼ぶ者あり) 

○松村秀逸委員長 異議なしということです

ので、そのように取り計らわせていただきま

す。 

 それでは、これをもちまして第７回地域活

力創生特別委員会を閉会いたします。 

 どうもありがとうございました。 

  午前11時47分閉会 
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